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はじめに 
 

 既存住宅の安心な取引環境を整備し流通市場の活性化を図るため、平成２８

年６月、建物状況調査（インスペクション）の活用等を内容とする宅地建物取

引業法の改正が行われた。 

 既存住宅の流通に携わる関係者が多い中で、改正宅地建物取引業法（以下「改

正法」という。）の施行に当たり、その内容が円滑かつ適切に実施されること

が極めて重要である。このため、社会資本整備審議会産業分科会不動産部会に

おいて、改正法の運用のあり方等についてこれまで３回にわたり審議を重ね、

今般、次のとおり考え方を取りまとめた。 

今後、国において、この取りまとめを踏まえた適切な対応が図られることを

強く期待するものである。 

 

 

Ⅰ．改正法における建物状況調査の実施方法について 
 

１．建物状況調査の対象部位及び方法 
建物状況調査(インスペクション)は、売主・買主が安心して建物の取引の

判断が行えるよう、建物の構造耐力上主要な部分や雨水の浸入を防止する部

分について、その状況を客観的に調査するものである。このため、建物の基

本的な品質・性能に係る部位の状況を調査することが基本になる。 

このような建物の基本的な品質・性能に係る部位の調査については、平成

２５年に国土交通省が「既存住宅インスペクション・ガイドライン」として

調査方法等に関する指針を定めているところであり、改正法に基づく建物状

況調査の実施方法についても、同ガイドラインに沿ったものとすることが適

当である。 

同時に、既存住宅の安心な取引環境を整備する観点からは、物件の引渡し

後一定期間内に瑕疵が発見された場合について必要な補修が行えるよう、保

険への加入を促進することが重要であり、建物状況調査を実施した場合には

その結果を活用して既存住宅売買瑕疵保険に加入することができる制度と

することが適当である。 

このため、改正法に基づく建物状況調査の対象部位及び方法は、国土交通

省の「既存住宅インスペクション・ガイドライン」を踏まえつつ既存住宅売

買瑕疵保険に加入する際に行われる現場検査の対象部位（基礎、壁、柱など）

及び方法と同様のものとすることが適当である。 【参考資料集】Ｐ２～Ｐ５ 

 

２．建物状況調査の実施主体 
建物状況調査の結果は、売主・買主の双方にとって既存住宅の取引を行う

上での重要な判断材料になるものであり、建物状況調査は客観的に適正に行

われることが確保されなければならない。 

このため、建物状況調査の実施主体としては、 

① 建物の設計や調査に関する専門知識を有していること、 
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② 適正な業務執行を担保するための指導・監督等の仕組みが制度上確保さ

れていること、 

③ 円滑に調査が行われるために必要な人員が確保されること 

が必要である。 

現時点では、こうした要件を満たす主体としては建築士が挙げられるとこ

ろであり（※）、まずは平成３０年春の施行に当たり、建物状況調査の実施

主体については、調査に係る一定の講習を修了した建築士とすることが適当

である。                   【参考資料集】Ｐ６・Ｐ７ 
 

※ 建築士は、国土交通大臣の免許を受けて建築物の設計、工事監理等の業務を

行う者であり、建築物に関する調査について建築士法に基づく監督・処分等が

可能である。現在、約18,000人の建築士が、国土交通省の「既存住宅インスペ

クション・ガイドライン」に基づくインスペクションの講習を受け、インスペ

クターとして登録している。 
 

ただし、他の主体であっても、上記のような要件を満たして建物状況調査

を客観的に適正に行える状況になれば実施主体となることは可能と考えら

れることから、安心な取引環境の整備を一層進める観点から、全国における

建物状況調査の実施状況等を適切に検証しつつ、引き続き、建築士以外の主

体による建物状況調査の実施を可能とする場合の枠組み等について、検討を

継続するべきである。 
 

   なお、建物状況調査の実施結果に関する客観性を確保する観点から、上

記の講習を修了した建築士であっても、自らが取引の媒介を行う場合など

当該取引に利害関係がある場合にあっては、売主及び買主の同意がある場

合を除き、建物状況調査の実施主体となるのは適当でない。 

   

 

Ⅱ．建物状況調査等に関連する宅地建物取引業者の業務について 
 

１．建物状況調査を実施する者のあっせん（改正法§34の2①四） 
改正法においては、建物状況調査を活用した安心な取引が実現されるよ

う、宅地建物取引業者の業務の一環として、媒介契約において「建物状況調

査を実施する者のあっせんに関する事項」を記載することが定められたとこ

ろである。 

このような宅地建物取引業者によるあっせんは、売主等からのあっせんの

希望を受けて複数の業者を順次あっせんする場合など、実務的には様々なケ

ースが想定されるところである。 

このため、あっせん先の業者名等が変わるたびにその都度媒介契約を変更

することになるのは適切でないと考えられることから、国土交通大臣が定め

る標準的な媒介契約書面である標準媒介契約約款においては、建物状況調査

を実施する者のあっせんに関する事項として「あっせんの有無」についての

み記載することとするのが適当である。       【参考資料集】Ｐ８ 
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なお、改正法に基づく「あっせん」は、建物状況調査を実施している業者

に関する単なる情報提供ではなく、売主又は買主と業者の間で建物状況調査

の実施に向けた具体的なやりとりが行われるように手配することが求めら

れる。                       【参考資料集】Ｐ９ 

 

２．建物状況調査の結果の概要に関する重要事項説明（改正法§35①六の

二・イ） 
（１）重要事項説明の内容 

建物状況調査の結果の概要に関する重要事項説明は、消費者利益の保護と

既存住宅の取引の安全確保の観点から、既存住宅の取引を行おうとする買主

等が、建物の現況を十分理解した上で意思決定できるようにするために行う

ものである。 

このため、重要事項として説明する建物状況調査の結果の概要は、客観的

に適正な内容のものであることが重要であり、国土交通省の「既存住宅イン

スペクション・ガイドライン」に基づく既存住宅現況検査結果報告書の検査

結果の概要と同様のものとするべきである。 

同時に、宅地建物取引士が重要事項説明に用いる建物状況調査の結果の概

要の書面については、調査を実施した者が責任を持って作成することが適当

である。                 【参考資料集】Ｐ１０・Ｐ１１ 

 

（２）重要事項説明の対象となる建物状況調査の範囲 

建物状況調査の結果は、既存住宅を取引する上での重要な判断材料となる

ものであり、重要事項として説明する内容は、取引時点での建物の現況と大

きく乖離しないことが求められる。 

既存住宅の安心な取引環境を整備する観点から、建物状況調査の結果を活

用して既存住宅売買瑕疵保険への加入を促進する必要があるが、既存住宅売

買瑕疵保険においては、建物への経年変化による影響等を考慮し、現場検査

の実施から１年以内の住宅を保険引受けの対象としているところである。 

このため、重要事項説明の対象となる建物状況調査については、調査を実

施してから１年を経過していないものを対象とすることが適当である。 
 

調査を実施してから１年を経過していない建物状況調査が複数ある場合

には、取引物件の現況との乖離が最も小さいと考えられる直近の建物状況調

査を重要事項説明の対象とするべきである。 
 

ただし、１年以内の直近の建物状況調査以外に、劣化事象が確認されてい

る場合など、取引の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる建物状況調査を

別途認識している際には、消費者の利益等を考慮し、宅地建物取引業法第４

７条に違反することのないよう、当該建物状況調査についても買主等に説明

することが適当である。 
 

また、建物状況調査を実施してから１年を経過する前に大規模な自然災害

が発生した場合など、重要事項説明時点での建物の現況が建物状況調査を実
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施した時点と異なる可能性がある場合であっても、                   

・自然災害等による建物への影響の有無及びその程度について具体的に 

  判断することは困難であること、 

・自然災害等が発生する以前の建物状況調査において劣化事象等が確認 

   されていた場合などには、その結果が取引判断の参考になること 

から、当該建物状況調査についても重要事項説明の対象とすることが適当で

ある。 

 

３．「書類の保存の状況」に関する重要事項説明（改正法§35①六の二・ロ） 
（１）重要事項説明の対象となる保存書類の範囲 

建物の建築及び維持保全の状況に関する書類の保存状況に関する重要事

項説明は、既存住宅の購入判断等に大きな影響を与えると考えられる一定の

書類の保存の有無等について、買主等が事前に把握した上で取引に関する意

思決定を行えるよう、新たに法に規定されたものである。 

既存住宅については、満たすべき建築基準への適合性が不明確である場合

には住宅ローンの借入や既存住宅売買瑕疵保険の付保等が円滑になされな

い可能性があるほか、居住開始後に適切に既存住宅のリフォームやメンテナ

ンスを行うためには、当該既存住宅の設計図書や新築時以降に行われた調査

点検に関する書類などが必要となる。 

こうしたことから、建物の建築及び維持保全の状況に関し、重要事項説明

の対象として保存の有無を明らかにする書類は、 

・建築基準法令に適合していることを証明する書類 

・新耐震基準への適合性を証明する書類 

・新築時及び増改築時に作成された設計図書類 

・新築時以降に行われた調査点検に関する実施報告書類 

とするべきである。 

なお、区分所有建物のマンション管理組合など、売主以外の者がこれらの

書類を保有している場合には、書類を実際に保有している者についても説明

するべきである。                 【参考資料集】Ｐ１２ 

 

（２）貸借の場合における取り扱い 

今般の法改正は、既存住宅の安心な取引環境を整備し流通を促進すること

を目的に行われたものであり、こうした観点から、書類の保存状況に係る重

要事項説明の規定も整備されたところである。貸借では、売買に伴う既存住

宅の流通とは異なり、借主による住宅ローンの借入やリフォーム等の実施は

一般に想定されないところであり、貸借の場合においては、建物の建築及び

維持保全の状況に関する書類の保存状況についての重要事項説明の対象外

とすることが適当である。 

ただし、貸借の場合であっても、戸建ての賃貸住宅でリフォームが可能な

場合などにおいて、消費者の利益等を考慮して、借主に同書類の保存状況に

ついて説明することは差し支えない。 
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４．３７条書面への「当事者の双方が確認した事項」の記載（改正法§37

①二の二） 
改正法第３７条第１項に基づき売買契約等の成立時に契約当事者に交付

する書面（以下「３７条書面」という。）は、契約を媒介した宅地建物取引

業者が当該契約の一定の事項を書面にすることで契約内容を明確にし、契約

成立後の紛争を防止することを目的としたものである。 

今般、建物状況調査に関連して、３７条書面に「建物の構造耐力上主要な

部分等の状況について当事者の双方が確認した事項」を記載することが新た

に定められた。構造耐力上主要な部分のひび割れや雨漏りなど、契約成立後

のトラブル防止を目的に措置されたものであるが、契約当事者が既存住宅の

現況について不確かな認識をもとに３７条書面に記載することは、かえって

トラブルを引き起こす原因となりかねない。 

このため、「当事者の双方が確認した事項」は、原則として、建物状況調

査など既存住宅について専門的な第三者による調査が行われ、その「調査結

果の概要」を重要事項として宅地建物取引業者が説明した上で契約締結に至

った場合の当該「調査結果の概要」とし、これを３７条書面に記載すること

とするべきである。また、これ以外の場合は、既存住宅の現況について当事

者双方がどのような認識に基づいて契約を締結したかが明らかでないため、

「当事者の双方が確認した事項」は「無」として３７条書面へ記載すること

が適当である。 

ただし、契約当事者の双方が写真等をもとに客観的に既存住宅の状況を確

認し、その内容を価格交渉や瑕疵担保の免責に反映した場合など、既存住宅

の状況が実態的に明らかに確認されるものであり、かつ、それが法的にも契

約の内容を構成していると考えられる特別な場合には、当該事項を３７条書

面に記載することは差し支えないと考えられる。 
【参考資料集】Ｐ１３ 

 

 

Ⅲ．売買等の申込みに関する媒介依頼者への報告について（改正法§34

の 2⑧） 
 

取引物件に係る売買又は交換の申込みに関する報告は、宅地建物取引の透

明性の向上を図る観点から、宅地建物取引業者による伝達を確実なものと

し、媒介依頼者が適時かつ適切に物件の取引状況を把握できるようにするこ

とを目的としたものである。 

このような目的を踏まえ、当該報告が実務上も適切に行われるようにする

ため、国土交通大臣が定める標準媒介契約約款を改正し、物件の売買又は交

換の申込みがあったときは、媒介依頼者に対して遅滞なく報告することを宅

地建物取引業者の義務として追加するのが適当である。【参考資料集】Ｐ１４ 
 

なお、改正法に基づく「報告」は、買受申込書など、売買等の希望が明確

に示された文書による申込みがあった場合に行うものとすることが適当で

ある。 
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Ⅳ．媒介契約書面への反社会的勢力排除に関する条項の追加につい

て 
 

改正法の施行に伴う今般の標準媒介契約約款の改正の機会を捉え、近年の社

会的要請である暴力団等の反社会的勢力の排除に関する事項を標準媒介契約

約款に追加するべきである。             【参考資料集】Ｐ１５ 

 

 

Ⅴ．改正法施行に当たっての留意点について 
 

改正法施行に当たっては、建物状況調査等に係る新たな制度の趣旨・内容に

ついて広く周知徹底を図るとともに、関係者が改正法の内容を円滑かつ適正に

実施できるよう、環境整備を行うことが重要である。 

このため、国においては、上記を踏まえた関係省令等の整備を行うとともに、

関係する事業者団体等と連携しつつ、改正法の施行に向けて次のような取組を

行うよう検討を進めるべきである。 

・建物状況調査、既存住宅売買瑕疵保険についてのパンフレット等の作成 

・建物状況調査を実施する者の検索システムの構築 

・改正法の内容に係るＱ＆Ａの整備 等 

 

 


